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抄　　録

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）による世界的流行は地方衛生研究所（地衛研）に 3つ
の変化をもたらした．第一に地衛研の設置が法的に認められたこと，第二に行政検査に大量検体処
理と迅速報告が要求されたこと，第三に次世代シーケンサーの導入により新型コロナウイルスの変
異株の全ゲノム解析のみならず，それ以外の感染症へも展開し，分子疫学解析やメタゲノム解析に
まで発展させることができた．さらに，地衛研に設置された感染症情報センターからの情報は，現
在感染症発生数を情報提供のみであるが，得られた感染症情報をさらに詳細に分析評価することで，
感染症をよりわかりやすく伝えることで府民の行動変容へとつなげられるシステム作りが求められ
ている．COVID-19で得た多くの知識と経験を次世代に繋げるための人材と予算の確保が今後の課
題である．

キーワード：地方衛生研究所，新興感染症，次世代シーケンサー，感染症情報センター，情報分析．

Abstract

　　The novel coronavirus SARS-CoV-2 spread throughout the world as COVID-19 pandemic.  This 
brought about three changes in the regional public health institutes（PHI）.  Firstly, PHI were set as a 
legal obligation in the community health act of 2023.  Secondly, mass sample processing and rapid re-
sult reporting of SARS-CoV-2 specimens were required.  Thirdly, next-generation sequencers were in-
troduced and whole-genome sequencing（WGS）has become routine for detecting SARS-CoV-2 vari-
ants.  WGS is also used for not only COVID-19 clusters, but for other outbreaks and meta-genome 
analysis.   Moreover, we recognized that it was essential to send people rapidly and accurately analyze 
information or intelligence and change people’s behavior in this pandemic.  Not only the national in-
fectious disease surveillance center, but regional infectious disease surveillance centers installed in 
PHI have to fulfill these roles to improve and develop regional public health.  To prepare for emerging 
and re-emerging infectious diseases　in the near future, these changes have to be maintained and hu-
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は　じ　め　に

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の
世界的大流行（パンデミック）は地方衛生研究
所（以下地衛研）に大きな変化をもたらした．
第一に，地域保健法の改正（令和 5年）による
地衛研の法制化であり，第二に，健康危機管理
事例，特に感染症発生当初の感染症診断検査の
重要性である．確定診断のための検査は当初は
地衛研が実施していたため，当然検体処理能力
は極めて限定的であった．その後核酸増幅検査
等の市販検査薬が開発認可販売されるまでの
間，地衛研の行政検査で凌ぐため，必要な人材
と試薬機器類の確保が緊急的に必要であるとと
ともに，患者発生の増加に応じた大量の検体処
理能力も要求されることとなった．第三に，こ
れまで国立感染症研究所（以下感染研）で実施
されていた次世代シーケンサー（NGS）によ

るゲノム解析が，各都道府県の地衛研でも開始
され，変異株の報告もルーチン業務となった．
さらに感染症情報の収集と分析と情報提供のあ
り方を見直す契機となったことである．本稿で
は COVID-19によりもたらされた京都府保健
環境研究所での対応の変遷を「地方衛生研究所」
の立場から報告するとともに，近い将来発生す
るであろう新興感染症や海外からの多くの訪問
者を迎える京都府における輸入感染症や再興感
染症への備えを含めた研究所の役割を果たすた
めの課題についても言及する．

COVID-19発生後に再考された
地方衛生研究所の役割（図 1）

　地衛研は，地域保健行政を支え，公衆衛生に
寄与する公的な研究機関で，昭和 23年に地方
自治法の改正により都道府県に「地方衛生研究
所設置要綱 」が策定され，その後平成 9年 3

man resource development and budget are also important issues for PHI.  

Key Words: Regional public health institutes, Emerging infectious diseases, Next generation sequenc-
er, Local infectious disease surveillance center, Information and intelligence.

図 1　地方衛生研究所に求められる役割と能力
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月に機能強化のために，①調査研究，②試験検
査，③研修指導，④公衆衛生情報等の収集・解
析・提供の 4つの役割が設定された．しかしな
がら，地衛研の法的な設置義務はなく，その法
制化が待たれていた．そして COVID-19の世
界的流行により，ようやく令和 5年 4月より地
域保健法が改正され，第 26条に地衛研の設置
が自治体の義務として明文化され，法的根拠が
できた．さらに感染症法の改正により地衛研の
役割がより明確となった1）2）．法政化の課程で，
図 1に示すような検査体制整備，技術の指導教
育と研究，危機管理体制の構築，国や地衛研間
の連携強化，そして人材確保等が提案された．
　地衛研は全国の都道府県または指定都市，中
核都市などに 85箇所あるが，予算や職員数な
どにおいて規模とともに「試験検査，調査研究
の能力に差がある」ことが報告されている3）．
当研究所の建屋は京都市伏見区にあり，京都府
と京都市の地衛研が同居しており，これは全国
的にも珍しく，相互に連携をとりながら業務を
おこなっている．京都府は南北に長く，その人
口は 260万人であり，内 160万人は京都市に
居住しており，今回の COVID-19では府市協
働の必要性がより明確となり，今後協働してゆ

く上での課題を解決しながら，より一層の府市
協調が期待される．

当研究所における
COVID-19検査の変遷（図 2）

　少数検体から大量検体処理へ：COVID-19パ
ンデミックは，地衛研に予想外の変化をもたら
した．これまで当研究所での感染症の検査は，
食中毒検査も感染症検査も，細菌・ウイルス課
で実施され，大規模食中毒での検査を除けば，
培養検査も遺伝子検査も，国立感染症研究所（感
染研）の検査マニュアルに従っておこなわれ，
通常せいぜい 10検体以内の少数検体での対応
であり，検体からの遺伝子抽出や核酸増幅装置
も処理能力が限られていた．しかしながら CO-
VID-19パンデミックは，一度に大量の検体処
理と検体測定が要求され，検査結果を迅速に報
告することとなった．当研究所には複数の核酸
自動抽出機と複数の核酸増幅装置の確保とこれ
らに使用する大量の試薬確保が当初の課題であ
り，と同時に核酸増幅検査（PCR検査）のた
めの人材の確保は緊急を要し，これらの操作技
術の訓練は大変なものであった．流行初期には
府と市が協力して検体処理を実施していたが，

図 2　SARS-CoV-2検査の変遷（京都府のみ）
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その後試薬キットの市販とともに外部委託も可
能となり，府市それぞれ別で検査を実施するよ
うになった．当研究所では PCR検査に必要な
機器の寄贈もあり，段階的に整備され，処理能
力は向上した．
　COVID-19が大流行するなかで，医療機関や
臨時の検査所から依頼される検体数は急激に増
加し，京都府全体における SARS-CoV-2検査数
は令和 4年 7月末には 5万件／日を突破した．
これらの検査を支えていたのは研究所とともに
その大半は民間委託の検査センターであった．
一方で保健所から依頼される検査は手間のかか
る核酸増幅検査法から，一部化学発光を利用し
た抗原定量法へと移行した．その理由は増加す
る検査数に見合うだけの人材を長期にわたり確
保することが困難であり，研究所は業務継続計
画（BCP）を実行しているものの，水質・環境，
大気・放射線，理化学などの部署で削減できな
い業務も存在していた．一方，化学発光法によ
る全自動機器の操作の容易さと所内の職員の全
員が操作可能であることは 365日連日の検査
を可能にし，技術職は検査を，事務職は検査デー
タの整理報告を担当するなど，研究所の全職員
あげての対応であった．一方，抗原定量法での
感度低下が危惧されたが，判定保留等の検体に
ついては PCR検査による再検で補完すること
で，妥当な感度・特異度を確保可能であること
を確認した後，化学発光法による抗原定量法を
選択し，全自動化学発光酵素免疫測定システム
が導入された．また，変異株出現後は京都府立
医科大学附属病院臨床検査部にある全自動リア
ルタイム PCR装置（コバス 6800）により変異
株スクリーニングを実施することで即時に変異
株の動向把握が可能となり，その後研究所で全
ゲノム解析を実施するという流れとなった．
SARS-CoV-2の検査体制の変遷を図 2に示す．

全ゲノム解析と
クラスターの分子疫学解析

　次世代シーケンサー（NGS）による全ゲノ
ム解析（WGS）：厚労省から「新型コロナウイ
ルス感染症の積極的疫学調査におけるゲノム解

析及び変異株 PCR 検査について（要請）」4）が
令和 3年 2月 5日に発出された．国立感染症
研究所（感染研）に全国かから集まる膨大な数
の検体に対してゲノム解析の処理能力が限界に
なり，2022年 4月に主だった地衛研にナノポ
ア技術を使った小型のNGS（MinION Mk1C：
オックスフォードナノポアナノポテクノロジー
社）が感染研から貸与され，感染研の丁寧な指
導のもと，これを機会に SARS-CoV-2の全ゲノ
ム解析が研究所でも本格的に始まった．その後，
ナノポアシーケンサーは複数台が導入され，さ
らに分析精度の高いNGSも 2台（iSeqおよび
MiSeq:イルミナ社）導入され，結果的にWGS
により変異株の動向が 1週間以内にわかるよう
になり，毎週変異株の動向が本庁に報告された．
京都市内で発生した第 1号のオミクロン株の拡
がりはこのWGSにより，ある飲食店から京都
市内，京都府内，さらには九州や北陸にも拡がっ
ていることが明らかとなった．これには各自治
体の地衛研とのネットワークを利用したWGS
の解析データの共有がおおいに役だったことは
言うまでもない．
　実地疫学調査と分子疫学解析との連携（図 3，
図 4）：WGSは変異株解析のみならず，感染経
路の推定に利用可能である．SARS-CoV-2はおお
よそ 2週間に 1塩基の割合で変異が発生する5）

ため，この一塩基変異を利用して感染経路の推
定が可能であることが報告されている6）．我々
は，2つの医療施設で発生したクラスターが，
WGS解析により転院した 1人の患者を介した
一連のアウトブレイクであることをつきとめた
（図 3）．前病院で感染した患者がコロナ病院に
転院後 2週間経過後に感染力なしと判断され一
般病棟に転棟したものの，ウイルスの排泄継続
または再増殖により転棟先の一般病棟でクラス
ターが発生したというものである．WGSによ
り 1つの病室から次々と医療従事者または患者
を会して感染が拡大したと推定される事例（図
4）である．さらには退院後患者家族への感染
も強く疑われた．同時に転院した発端者のウイ
ルスが経過中に変異していたことも判明した．
これは管轄の保健所の実地疫学調査にもとづく
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情報と全ゲノム解析結果による分子疫学を統合
させた結果，解明できたものであり，地衛研と
保健所との連携の重要性を改めて確認した事例
である．

新興感染症を考慮した
地衛研における感染症への対応

　感染症サーベイランスのあり方（網羅的呼吸
器感染症の核酸増幅検査による急性呼吸器感染
症監視）：COVID-19やインフルエンザの迅速
抗原検査は多くの医療施設や高齢者介護施設で

図 4　実地疫学調査とゲノム解析から得られた感染経路の推定

図 3　2病院間で発生した COVID-19のクラスターの解析



826 藤　田　直　久

京府医大誌　133（12），2024．

実施されるようになったが，どちらの検査も陰
性であり，結果的に原因病原体不明となるクラ
スターの事例をこの COVID-19パンデミック
の経過中に何度か経験した．当研究所が関与し
た事例は 2つの高齢者施設で確認された，原因
不明の急性呼吸器感染症の集団発生であった．
当所で検討したところ，一施設は COVID-19
のクラスター発生後に起こったコロナウイルス
HCoV-43の集団発生であり，重複感染者や多
数の無症状感染者も認められた．もう一施設は
ヒトメタニューモウイルス（hMPV）による集
団発生で，こちらの施設では SARS-CoV-2の迅
速検査陰性の肺炎での入院例が増加しているこ
とを管轄保健所が感知ししたものであった．こ
れらは網羅的核酸増幅検査キット（ビオメ
リュー社 FilmArray呼吸器パネル 2.1）により
クラスター発生が判明したものであった7）．現
在の RSウイルスなどの小児だけの定点観測に
加えて，今後成人，特に高齢者での急性呼吸器
感染症に対して，症候的サーベイランスに RS
ウイルス，hMPV，インフルエンザウイルス，
新型コロナウイルス，コロナウイルスなどの網
羅的核酸増幅検査を追加することで，サーベイ
ランスが正確なものになり，急性呼吸器感染症
（ARI）の流行予測がより確実になることが期
待される．厚労省厚生科学審議会では ARIの
サーベイランスが検討され，急性呼吸器感染症
（ARI）定点／病原体による報告が令和 7年 4
月から開始予定である8）．
　希な感染症アウトブレイクのゲノム解析や未
知の感染症のメタゲノム解析：原因不明の小児
の急性肝炎が発生し，厚労省からこの原因究明
のための通達9）が出されていたが，当研究所に
おいても該当する症例が確認され，NGSによ
るメタゲノム解析によりアデノウイルス感染が
疑われた症例を経験した．世界的にNGSによ
るWGSは感染症の診断や疫学解析にもはや必
須となりつつある．全ゲノム解析を疾病の流行
分析に利用することで，病原体の毒性因子や耐
性因子を迅速かつ正確に特定可能であり，集団
内での疾病の伝染経路を特定し，推定される発
生源に関する情報を提供することができ，その

感染症が自然発生なのか，人為的発生なのかを
推定することも可能である10）．また，世界保健
機関（WHO）は食中毒の監視強化と対応のた
めのツールとして全ゲノム解析のためのガイダ
ンスを発表している11）．今後既知や未知の感染
症を問わずNGSによるゲノム解析はルーチン
化し，地衛研においても積極的にこの動向に追
従することが必要であろう12）．
　感染症情報センターの充実（図 5）：日々刻々
と変化する感染症の流行に対して，一般の方か
ら保育所，学校や大学，保健所，医療施設など
感染症に馴染みのない人から感染症を診療され
ている医療従事者までを幅広くカバーし，正確
でタイムリーな情報をわかりやすく，かつ行動
変容につなげられる情報の提供が求められてい
る．令和 4年に更新された新しい感染症情報セ
ンターのウェブサイトでは，見やすさと比較し
やすさを重視し，対象疾患を選択することによ
り週毎の推移グラフの描画により過去との推移
の比較が一目瞭然となり，さらに数値データや
グラフ画像もダウンロード可能となった．さら
に京都府では感染症情報を単なる数値の情報
（information）から分析評価した情報（intelli-

gence）の提供を目指し，国立感染症研究所の
実地疫学専門養成コース（FETP-J）に 2年間
職員を派遣し，令和 7年度よりさらに充実した
感染症情報が提供できるよう準備中である．今
回の COVID-19パンデミックの経験を通して，
正確な情報の提供と同時にそれらの分析評価の
重要性を再認識し，「感染症情報センター」を
単なる情報提供から分析や評価を加えた情報提
供へと質の向上を目指している．

感染症に強い自治体をめざした
京都府保健環境研究所の強化（図 6）

　海外からの訪問者の多い京都府には，当然な
がら様々な感染症の持ち込みが予想され，府内
での感染拡大が懸念されるため，他の自治体以
上に「感染症に強い京都府」が求められており，
私見を図 6に示す．
　前述のとおり，地衛研の規模は大小さまざま
であり，データとしては古いが平成 22年の地
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衛研でのアンケート調査1）では，常勤職員数が
260人規模のものから 10人前後のものまであ
る．したがって，その予算や設備も当然異なっ
てくる，また各自治体の財政状況により大きく
影響を受けることは予想に難くない．しかしな
がら，感染症は世界共通の問題であり，また大

都市だけの問題でもなく，日本全国津々浦々に
いたるまで感染症は人や動物・昆虫など生物が
移動する限り拡がってゆく．COVID-19を機に
健康危機管理が声高く叫ばれ，感染症予防計画
が各自治体で作成された．本番はこれからであ
り，実践的な対応ができるのか，COVID-19の

図 6　新興・再興感染症から京都を守るための提案（私案）

図 5　京都府感染症情報センターの新しいホームページの内容（抜粋）
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文　　　　　献

 1）感染症法等の改正を踏まえた保健所，地方衛生研究
所等の強化について（令和 4年 12月 19日厚生労働
省健康局健康課）https://www.mhlw.go.jp/content/ 
10901000/001025439.pdf

 2）感染症法等の改正を踏まえた保健所，地方衛生研究
所等の強化について（令和 5年 1月 19日厚生労働省
健康局健康課）https://www.mhlw.go.jp/content/ 
10901000/001040032.pdf

 3）厚生労働省：地方衛生研究所の現状と課題　https:// 
www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000000g3yx-att/ 
2r9852000000g5sy.pdf
 4）新型コロナウイルス感染症の積極的疫学調査にお
けるゲノム解析及び変異株 PCR 検査について（要請） 
健感発 0205第 4号 令和 3年 2月 5日．

 5）IASR：新型コロナウイルス SARS-CoV-2ゲノム情報
による分子疫学調査（2021年 1月 14日現在）https:// 
www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/ 
2019-ncov/2488-idsc/iasr-news/10152-493p01.html

 6）Sekizuka T, Itokawa K, Kageyama T, Saito S, 
Takayama I, Asanuma H, et al. Haplotype networks 
of SARS-CoV-2 infections in the Diamond Princess 
cruise ship outbreak. Proc Natl. Acad Sci USA. 2020; 
117: 20198-20201. doi: 10.1073/pnas.2006824117.

 7）栁原克紀．感染症検査の最近の話題―新型コロナウ
イルス検査も含めて―．日内会誌，109: 2509-2516, 
2020. https://www.jstage.jst.go.jp/article/naika/ 

109/12/109_2509/_pdf
 8）急性呼吸器感染症（ARI）サーベイランスに係る具
体的な方針について（報告），第 90回厚生科学審議
会感染症部会 2024 年 10月 9日　https://www.mhlw.
go.jp/content/10906000/001314356.pdf
 9）厚生労働省健康局結核感染症課：欧州及び米国にお
ける小児の原因不明の急性肝炎の発生について（協力
依頼）事務連絡 令和 4年 4月 27日 令和 4年 5月 13
日 一部改正　https://www.mhlw.go.jp/content/ 
000938545.pdf

10）Gilchrist CA, Turner SD, Riley MF, Petri WA Jr, 
Hewlett EL. Whole-genome sequencing in outbreak 
analysis. Clin Microbiol Rev, 28: 541-563, 2015. 

11）WHO launches guide on whole genome sequenc-
ing use as a tool for foodborne disease surveillance 
and response. 2023年 11月 7日　https://www.who.
int/news/item/07-11-2023-who-launches-guide-on-
whole-genome-sequencing-use-as-a-tool-for-food-
borne-disease-surveillance-and-response

12）調　恒明他．迅速・網羅的病原体ゲノム解析を基盤
とした感染症対策ネットワーク構築に関する研究（分
担研究報告書）平成 25年度厚生労働科学研究費補助
金（新型インフルエンザ等新興／最高感染創研究事
業）https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/20
13/133091/201318051A/201318051A0002.pdf

流行は下火にはなったが未だにくすぶり続けて
おり，介護施設や医療施設でのクラスターは発
生している．地衛研は法制化されたとはいえ，
国と自治体の支援なしではその発展は望めな
い．一方で，前述のように地衛研に期待される
役割は大きいが，地衛研の認知度は極めて低い．
地衛研の業務内容を人々に知ってもらい，認知

度を上げることが目の前の課題でもある．

　なお，本原稿は日本臨床検査医学会誌，72: 527-532, 
2024. に掲載されたものを一部修正加筆したものであ
る．

　開示すべき潜在性利益相反状態はない．
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